
【委員会記録】 

 藤田委員長 

 ただいまから、過疎・人権対策特別委員会を開会いたします。（10 時 42 分） 

 直ちに議事に入ります。 

 本日の議題は、当委員会に係る付議事件の調査について及び所管事項説明聴取についてであります。付

議事件につきましては、お手元に御配付の議事次第のとおりであります。 

 お諮りいたします。議事の進行につきましては、過疎地域自立促進特別措置法の延長・改正に関する所管

事項について、理事者から説明等を受け、次に当委員会に係る付議事件について、理事者から説明等を受

けた後、一括して質疑を行うこととして、よろしいでしょうか。 

 （「異議なし」と言う者あり） 

 それでは、まず過疎地域自立促進特別措置法の延長・改正に関する所管事項について、理事者から説明

を願うとともに、報告事項があれば、これを受けることといたします。 

  

【所管事項及び重点事業の説明】（資料①） 

  

【報告事項】 

 ○ 新過疎対策戦略会議の設置について（資料②） 

  

石井地域振興総局長 

 地域振興総局長の石井でございます。 

 所管事務につきまして、お手元にお配りいたしております過疎・人権対策特別委員会説明資料によりまし

て、御説明させていただきます。                          

 お手元の説明資料１ページをお開きください。 

 過疎・人権対策特別委員会に係る歳入歳出予算の総括表でございます。政策創造部の平成 24 年度当初

予算の総額は、50 万円となっております。 

 次に２ページをお開きください。 

 政策創造部における過疎・人権対策関係の組織図を記載いたしております。市町村課集落再生室が担当

いたしており、担当職員は併任職員１名を含め９名でございます。市町村課集落再生室の事務分掌につき

ましては３ページに記載のとおりでございます。                       

 次に４ページをお開きください。 

 平成 24 年度当初予算の状況についてでございます。市町村課集落再生室関係でございますが、地域振

興対策費の摘要欄①過疎等振興費の 50 万円は、新しい過疎対策に必要となる制度改革や支援制度を示

す徳島からの提言について、検討を進めるための新過疎対策戦略会議等を開催する経費でございます。 

 以上が、政策創造部関係の平成 24 年度一般会計予算案の概要でございます。 

 続きまして、５ページをお開きください。                                              

 政策創造部関係の重点事業につきまして御説明申し上げます。過疎地域等の振興についてでございます。



過疎地域自立促進特別措置法延長・改正の動きを踏まえ、新過疎対策戦略会議を開催するなど地域のた

めに必要な制度改革や支援策について、調査検討を行ってまいります。 

 以上で、政策創造部の過疎・人権対策関係の所管事務につきまして、御説明を終わらせていただきます。 

 引き続きまして、この際、１点御報告申し上げます。 

 新過疎対策戦略会議の設置についてでございます。お手元の資料１「徳島からの提言」検討の組織体制

についてをごらんください。 

 過疎地域における現状や現行過疎法の課題、新しい発想に基づく取り組みを本格的に展開していくため

の課題や改善点を把握し、新しい過疎対策に必要となる制度改革や支援制度について国に対する提言、要

望を検討するため、知事を会長とし、過疎関係市町村長や学識経験者等からなる新過疎対策戦略会議及

びその下部組織となる新過疎対策戦略調整部会、とくしま集落再生推進部会を設置いたしました。去る６月

８日には第１回目の会議を開催し、過疎対策事業債の運用、過疎地域における雇用対策、シニア世代に的

を絞った振興策などについて、御意見をいただいたところでございます。今後、新過疎対策戦略会議におい

て検討を進め、県議会での御論議をいただきながら、徳島からの提言をとりまとめてまいりたいと考えており

ます。 

 よろしく御審議賜りますよう、お願い申し上げます。 

  

藤田委員長 

 以上で、過疎地域自立促進特別措置法の延長・改正に関する所管事項の説明等は終わりました。 

 次に当委員会に係る付議事件につきまして、理事者において説明または報告すべき事項があれば、これ

を受けたいと思います。 

  

【説明事項】 

 ○ 提出予定案件について（資料③） 

  

【報告事項】 

 ○ 徳島県障害者雇用促進条例（案）の骨子について（資料④） 

  

小谷保健福祉部長 

 今６月定例会に提出を予定しております過疎・人権対策関係の案件について御説明申し上げます。 

 今回、御審議いただきます案件は、平成 24 年度一般会計補正予算案及びその他議案等といたしまして、

平成 23 年度繰越明許費繰越計算書でございます。私のほうからは、一般会計の総括並びに保健福祉部関

係について御説明させていただきますので、よろしくお願い申し上げます。 

 それでは、お手元に配付しております過疎・人権対策特別委員会説明資料の１ページをお開きください。 

 一般会計歳入歳出予算の総括表でございます。総括表の一番下の計の欄に記載しておりますとおり、関

係部局合計といたしまして９億6,810万6,000円となっており、保健福祉部のみで増額補正をお願いするもの

でございます。補正後の予算総額につきましては、379 億 9,421 万 8,000 円となっております。財源につきま



しては、財源内訳欄に記載のとおりでございます。また、括弧内の数字は今回補正額の財源の再掲となって

おります。 

 ２ページをお開きください。 

 保健福祉部関係の部別主要事項の説明でございます。今回の補正予算につきまして、順次御説明させて

いただきます。 

 まず初めに、福祉こども局地域福祉課関係でございます。社会福祉総務費の摘要欄①のア、福祉・介護

人材確保対策事業費 4,000 万円をお願いいたしております。これは、学生などを対象といたしました進路・就

業相談や福祉・介護体験の機会を設けるとともに、施設・事業所などにおいて、就労年数や職域階層等に応

じたスキルアップ促進のための研修等を実施し、福祉・介護人材の参入や定着の促進を図るものでござい

ます。 

 続きまして、福祉こども局こども未来課関係でございます。児童福祉施設費の摘要欄①のア、保育所整備

事業費補助金４億 9,340 万円につきましては、新たに６保育所の耐震改修や高層化等に対して、支援を行う

ものであります。 

 ３ページをお願いいたします。 

 医療健康総局健康増進課関係でございます。公衆衛生総務費の摘要欄①のア、子どもはぐくみ医療費補

助金といたしまして、6,800万円をお願いいたしております。これは、現下の厳しい経済情勢のもと、子育て家

庭の経済的負担を軽減し、安心して子供を産み育てることのできる環境づくりを推進するため、乳幼児等は

ぐくみ医療費助成制度の対象年齢を現在の小学３年生から小学校修了まで拡大することとし、あわせて子

どもはぐくみ医療費助成制度に改称するものであります。制度の開始予定は、10 月１日と考えております。 

 ４ページをお開きください。 

 医療健康総局長寿保険課関係でございます。老人福祉費の摘要欄①のア、地域支え合い体制づくり事業

費 9,800 万円につきましては、市町村等が実施いたします日常的な支え合い活動の立ち上げ支援、また地

域活動の拠点整備などの事業に対して助成を行うものでございます。②のア、介護職員処遇改善等臨時特

例基金事業費 9,549 万 7,000 円につきましては、グループホーム等を設置しようとする民間事業者に対し、

当該施設等の開設準備に要する経費について補助を行うものでございます。 

 老人福祉施設費の摘要欄①のア、介護基盤緊急整備等臨時特例事業費補助金といたしまして、１億

7,320 万 9,000 円をお願いいたしております。これは、介護基盤緊急整備等臨時特例基金を活用いたしまし

て、グループホームや小規模多機能型居宅介護事業所等を対象として、整備を支援するものでございます。 

 以上、医療健康総局長寿保険課合計といたしましては、３億 6,670 万 6,000 円の増額となっております。 

 以上から、保健福祉部関係では表の最下段に記載のとおり、補正前の額366億 7,191万 2,000円に対しま

して、今回補正額９億6,810万 6,000円の増額となっておりまして、補正後における予算額は376億 4,001万

8,000 円となっております。 

 続きまして、５ページをごらんください。 

 その他の議案等といたしまして、平成 23年度繰越明許費繰越計算書でございます。福祉こども局こども未

来課ほか２課で所管する３事業合計で、9,554 万円を繰り越しをいたしております。 



 以上が、６月定例会に提出を予定しております保健福祉部関係の案件でございます。 

 よろしく御審議賜りますよう、お願い申し上げます。 

  

酒池商工労働部長 

 この際、１点、御報告させていただきます。 

 お手元の資料２をごらんください。 

 徳島県障害者雇用促進条例（案）の骨子についてでございます。平成 18 年の県内民間企業の障害者雇

用率が1.33％と全国最下位であったことを受け、県におきましては、これまでとくしま障害者雇用促進憲章の

制定やとくしま障害者雇用促進行動計画の策定を通じ、障害者の雇用促進に向けて取り組んでまいりまし

た。その結果、平成 23 年には全国平均の 1.65％を若干上回る 1.67％まで改善したものの、法定雇用率

1.80％を達成できていない状況でございます。また現在、法定雇用率の来年度からの引き上げが検討され

ており、取り組みをより一層加速させていく必要があると考えております。このため、雇用する側はもとより、

県民すべてが障害者雇用についての理解を深め、機運醸成を図ることが重要であるとの認識のもと、この

たび障害者雇用促進条例を制定しようとするものでございます。 

 当条例におきましては、県、事業主、事業主団体及び県民それぞれが果たすべき役割を明確にし、関係機

関が連携、協力いたしまして、職業教育・職業訓練の充実、県民等の意識啓発の拡大、県みずから率先し

た障害者の採用、関係機関と協力した啓発活動などに取り組み、県を挙げて施策を展開することで、障害者

の働きたいという思いの実現を目指すものでございます。今後におきましては、県議会での御論議やパブリ

ックコメントを経て、本年秋を目途に条例を制定してまいりたいと考えております。 

 報告につきましては、以上でございます。よろしくお願いいたします。 

  

藤田委員長 

 以上で説明及び報告は終わりました。 

 これより質疑に入りますが、事前委員会における質疑につきましては、提出予定案件に関連する質疑及び

緊急を要する案件に限定するとの申し合わせがなされておりますので、御協力をよろしくお願いいたします。 

 また、質疑時間につきまして、委員１人当たり１日につき答弁を含め概ね 40 分とし、委員全員が質疑を終

わってなお時間がある場合または重要案件については、委員長の判断で弾力的な運用を行うこととする申

し合わせがなされておりますので、議事進行につき御配意のほど、よろしくお願いいたします。 

 それでは質疑をどうぞ。 

  

川端委員 

 初めての委員会ということで、基本的な部分を少し確認したいというふうに思っております。 

 先ほど、石井総局長のほうから新過疎対策戦略会議についての御報告がございました。基本的なこととい

うことで、本県における過疎地域の現状について、どのようになっているかということを確認したいと思いま

す。 

  



窪集落再生室長 

 川端委員さんのほうから、本県における過疎地域の現状がどのようになっているのかという御質問をいた

だいております。過疎地域自立促進特別措置法いわゆる過疎法でございますけれども、これに基づきまして

国が告示いたしまして、本県の過疎地域につきましては、市町村数で 54.2％に当たる 13 市町村が指定され

ているような状況でございます。全国の市町村に占める過疎市町村の割合というのは 45％でございますの

で、本県は全国と比較いたしますと、この割合が９ポイントほど高い状況にございます。なお、都道府県別の

市町村数のうち、どれぐらいが過疎地域に指定されているかというふうな状況を全国で見てみますと、本県

は全国で 19 番目というふうなことになってございます。この過疎地域にお住まいされている方は県人口のう

ち 16.3％でございまして、これも全国の平均は 8.7％でございますので、高い状況というふうなことでございま

す。面積につきましても、過疎地域の 13 市町村の面積は県土の 72.5％、全国が 57％でございますので、こ

れにつきましても全国平均を上回っております。 

 一方、本県過疎地域の特徴についてでございますが、人口の推移を見てみますと、昭和 35 年から平成 22

年までの間に県全体の人口が約７％の減少になってございますけれども、過疎地域では約 54％、半数以上

の減少というふうなこと、それから 65歳以上の人口の割合につきましても 34.7％となっておりまして、県平均

の 24％を大きく上回る厳しい状況になっておるところでございます。 

  

川端委員 

 全国と比べて大変過疎が進んだ県ということがよくわかりますが、それでは次に、この過疎法というのはど

のような法律なんでしょうか。 

  

窪集落再生室長 

 過疎法についての御質問をいただきました。現在の法律は過疎地域自立促進特別措置法、先ほど申し上

げました名称でございますけれども、この法律につきましては昭和45年、1970年に初めて制定されたもので

ございます。以来、10 年間の時限立法として４次にわたる立法措置がなされてきたところでございまして、現

在の法は平成 12 年、2000 年に定められたものが、平成 22 年、2010 年４月に法期限を６年間延長、改正い

たしまして、法期限を 28 年３月末という形で現在に至っておる状況です。 

 この過疎法につきましては過疎対策事業のよりどころというふうなことでございまして、法の目的でござい

ますけれども、人口の著しい減少に伴いまして地域社会の活力が低下して、生産機能や生活環境の整備が

ほかの地域と比較して低い地域について、総合的な対策を実施するために特別な措置を講じることによって

自立促進を図る、住民福祉の向上であるとか、雇用の拡大とか、地域格差の是正といったことに寄与するこ

とを目的としておるところでございます。法律による支援といたしましては、過疎市町村が法に基づいて策定

いたします過疎地域自立促進計画に基づいて行う事業につきまして、過疎対策事業債いわゆる過疎債でご

ざいますが、この発行が認められており、これが大きな財政支援となっておるところでございます。 

  

川端委員 

 かなり早口で説明してくれますので、ちょっとついていけんところがあって、もう少しゆっくりわかりやすく説



明していただきたいと思います。特に数字が出たら、数字を追うだけでも大変な状況になりますので。 

 今、一応説明していただきましたが、過疎法は 1970 年から立ち上がっておって、10 年ごとに見直しておっ

て、現在第４次の計画でやっておる。ですから、次の第５次の改正に向けて今準備しているというふうなこと

でよろしいんですか。それと第５次がいつから始まるかをもう一回ちょっと。 

  

窪集落再生室長 

 失礼いたしました。今、委員のほうからございましたように、1970 年、昭和 45 年がスタートでございまして、

10 年、10 年で延長、改正がなされてきました。1970 年、80 年、90 年、2000 年、平成 12 年のところまでで３

回。この 12 年のところでさらに 10 年間の法律ができておりまして、これが現行の過疎地域自立促進特別措

置法でございます。2000年から2010年まで、ですから平成12年から21年度末まで、まずはこの10年間の

法ができまして、平成21年度末の法期限を迎える段階で６年間の延長がなされております。６年間ですので

平成27年度末まで延長がなされて、今ちょうどこの中にあるというふうなことでございます。現在の法は今申

し上げましたように、平成 27 年度までというふうなことになっておりますので、委員おっしゃるとおり、これが

次の期限なり、それから内容の見直しといったことに向けての検討というふうなことになってこようかと思って

おります。 

  

川端委員 

 平成 28 年度からの計画に向けて今は県から国への提言をどうするかというのを詰めているということです

か。その検討の場がさっき説明のあった新過疎対策戦略会議で、この場で議論しているということですね。こ

の議論をもって、平成 28 年度以降の計画に反映させたいということですか。 

  

窪集落再生室長 

 今、委員のほうから現行法の今の状況について御質問いただきましたけれども、27 年度末までの法期限

で今動いております。この現行法が実は平成 22 年の延長、改正のときに、３年を目途にして必要な措置を

講じるという衆議院と参議院の総務委員会の附帯決議がございます。この３年目というのが平成 24 年に当

たるわけでございます。ですから、法期限は現在のところ 27年度末なんですけれども、３年目の目途の見直

しが 24 年度になるというふうなことで、これをひとつ目指して必要な検討を戦略会議のほうで実施していくと

いうふうなことでございます。 

  

川端委員 

 平成 24 年度からの見直しに向けて、ちょうどことしやっとかないといけないということでやっているという説

明ですね。なかなかわかりにくいので、また個別に勉強していきたいと思いますが、それでは前回の過疎法

の期限切れが平成 22 年だったんですか。この際には県としてはどのように対応されたのか。また、我々の

活動が法改正にどのように生かされたのかということをちょっと教えてもらえますか。 

  



窪集落再生室長 

 前回の過疎法の期限を迎えた平成 21 年のときの状況についてでございます。法期限の３年前でございま

したけども、平成19年の２月に全国に先駆けまして研究会を立ち上げてございます。県議会でも御議論いた

だきまして、過疎市町村長さん、県議会、県が国に対してさらなる過疎対策の必要性の提言を行っておると

ころでございます。 

 この結果、当初３年の延長と言われていたものが、2010 年から６年間の延長になったといったこと、それか

ら、それまでの過疎対策事業債の対象につきましては、住民生活の基盤となります道路とか水道などのハ

ード事業に限定されていたものを農林水産物の地域資源などを活用したコミュニティービジネスの起業であ

るとか、集落活性化などの人材の育成であるとか、地域医療の確保であるとかいったソフト事業にも使える

ように使途の拡大が実現したところであります。 

  

川端委員 

 提言を行って、ハードの整備が主だったのが、ソフトの事業も対象になったということですね。当委員会の

付議事件というのは過疎対策自立促進特別措置法の延長・改正に関する調査ということで、ここで議論する

のは何でもかんでもいいのかなとも思いながら、やっぱり法改正につながるような発言でなければいけない

のかなというふうなことを感じました。 

 それでは、これからの過疎法の改正に向けて徳島県としては今どんなふうな対応をしておるのか、国の動

きはどうなのかというあたりをもう一度確認したいと思います。 

  

石井地域振興総局長 

 先ほど窪室長のほうから今回の見直しについて御説明申し上げたところでございますけれども、川端委員

のほうからもちょっとわかりにくいというふうなこともございますし、少し整理してきちっと御説明を私のほうか

らもさせていただきたい、繰り返しになる部分があるとは思いますけれども、再度御説明させていただきたい

というふうに思っております。 

 先ほど窪室長のほうから申し上げましたように、現行の過疎法につきましては、平成と 2000 年とで申し上

げましたので、それもちょっとわかりにくい点なので、平成で御説明させていただきますけれども、平成 12 年

に現在の過疎法が制定されまして、それが 10 年ということで平成 22 年に改正されまして、現行の過疎法と

なっているというふうなことでございます。その平成 22 年の過疎法につきまして、さらに６年間ということで平

成 27 年度までという形でこの法律が６年間延長されている。これが現行の過疎法でございます。 

 それにつきまして、先ほども申し上げましたけども、衆参両議院の委員会におきまして、法が延長される際

に３年を目途として見直し、検討をするというふうな附帯決議がされているというふうなことでございまして、

それがちょうどことし平成 24 年度にあたるということでございまして、その時期にあわせて、その過疎法にか

かわるさまざまな課題等の検討をして、国に対して徳島からの提言ということをやっていこうというふうなこと

でございます。ですから、法律につきましては法期限が到来いたします 27 年度ということでございますけれ

ども、その中間点ということでこの 24 年度、当面それを目標にして検討していくということでございますので、

御理解を賜りたいというふうに考えております。 



  

川端委員 

 今の国の動きはわかりやすく整理ができたんですが、それでは県としてはどのように対応するのかというも

う一つの質問に対しては、もう一回答弁していただきたいと思います。 

  

窪集落再生室長 

 県の対応についての御質問をいただきました。県では今、総局長のほうから答弁がございましたように、24

年に国の検討の動きというふうなことが出てきたときに、これに対応するために、実は６月８日に知事を会長

として、過疎関係の市町村長さん、それから有識者の皆さん方で構成する新過疎対策戦略会議を設置した

ところでございます。今後、この新過疎対策戦略会議において検討を進めながら、県議会での御議論もいた

だきながら、来年の５月に県が行います徳島発の政策提言に検討状況を反映させてまいりたいと考えており

ます。 

 検討の手法でございますけれども、きょうの委員会資料１にございます戦略会議の組織体制がございます

けれども、新過疎対策戦略会議の下に２つの部会を設けてございまして、資料１の右下でございますけれど

も、とくしま集落再生推進部会、昨年から集落再生プロジェクト、36 の課題を作成しておりますけれども、こち

らでの取り組みから出てくる具体的な課題の解決といったことをこちらの再生部会のほうから出していただき、

また資料の左側でございますけれども、新過疎対策調整部会のほうで過疎法の運用、それから行政的な施

策で必要になるものをそれぞれ親会の新過疎対策戦略会議のほうにお出しいただくような形で、議論を進

めてまいりたいと考えているところでございます。 

  

川端委員 

 我々議会の位置づけというのは、この中に出てこないわけで、このメンバーを見ても代表が出ているという

わけではないんですが、そのあたりはどういうお考えなんですか。 

  

窪集落再生室長 

 この戦略会議での議論につきましては、議会のほうにその開催の状況について御報告させていただきまし

て、それぞれのときに議会のほうで御議論いただいて、また戦略会議のほうで受けていくというふうな形でと

りまとめを進めていきたいと考えております。 

  

石井地域振興総局長 

 新過疎対策戦略会議の委員の選任ということで御質問をいただいたところでございます。杉本委員さんに

は林業の関係というふうなことで御参加いただいているところでございますけれども、委員の選任に当たりま

しては、過疎地域の市町村長さん、それから有識者ということで大学の先生方、また産業、福祉関係の代表

の方々を選任させていただいたところでございまして、可能な限り県を挙げて取り組むという体制にさせてい

ただいたところでございます。 

 県議会との関係ということでございますけども、戦略会議及び両部会の検討内容等につきましては、冒頭



で私のほうからも御説明させていただきましたとおり、県議会でも御報告させていただき、また県議会におき

ましても御論議をいただきながら、徳島からの提言という形で取りまとめてまいりたいというふうに考えており

ますので、御理解、御協力をいただきたいと思っております。よろしくお願いいたします。 

  

川端委員 

 杉本先生が入っているのを私見てなくてわかりませんでした。だけど、それはあくまでも業界の立場という

ことで…… 

  

藤田委員長 

 小休いたします。（11 時 15 分） 

  

藤田委員長 

 再開いたします。（11 時 21 分） 

  

石井地域振興総局長 

 私の勉強不足と説明不足で大変御迷惑をおかけいたしました。平成 22 年の改正、延長に際しましては、

来代過疎議連会長さん、岡本副委員長さんを初めといたしまして、県議会の皆様方にも非常にお世話にな

りまして、この改正、延長という成果を勝ち得たものというふうなことで、私もそのあたりにつきましては、十分

理解をいたしておるところでございます。それにつきまして、私のほうで御説明が不足していた点につきまし

ては、お詫び申し上げたいというふうに思います。 

 今回の検討に向けてということでございますけれども、先ほど来、委員の皆様のほうから御示唆もいただ

いておるところでございますけれども、直接かかわるということにつきましては市町村が、先ほども申し上げ

ましたように、法に基づいて指定を受けて事業等を実施していく。そのための財政的なことを受けての支援と

いうことが、この過疎法の大きな内容となっているところでございます。それにつきまして、どういった過疎対

策の制度なり、そういったものが必要なのかというふうなことを検討し、それを県一丸となって、県を挙げて、

国のほうにも要望していくというふうなことが、この新過疎対策戦略会議の設置の目的でございますので、そ

ういう観点で委員についても選定させていただき、またそういう点につきまして、県議会にも十分お諮りさせ

ていただきながら、進めさせていただきたいというふうなことでございますので、御理解と御協力を賜りたいと

思います。よろしくお願いいたします。 

  

川端委員 

 大体の形が最初思っていたのと随分違うなという感じがしますが、きょうの資料の戦略会議のメンバーと再

生プロジェクトという冊子を２冊ほどいただきましたが、この２冊の中の概要版の中に、プロジェクトを構成す

る取り組みということで 36 項目が挙がってますね。戦略会議とこのプロジェクトの 36 項目との関係というの

はどんな格好になるんですか。 

  



窪集落再生室長 

 今、委員のほうから再生プロジェクトの概要版の中に36のプロジェクトを挙げておるというふうなことでお話

をいただきました。委員の皆様方に以前配付させていただきました概要版がございますけれども、この中に

このプロジェクト４つの重点課題を設けておりまして、安全・安心の確保であるとか、地域資源の活用、人材

確保・育成、魅力発信という４つの重点的な課題を挙げて、それぞれに具体的な取り組みの手法を挙げてお

ります。これが 36 あるというふうなことでございます。今、委員のほうからありました新過疎対策戦略会議の

推進部会のほうの委員との関係についてのお話をいただきましたが、この具体的なプロジェクトは既に活動

を始めているもの、それから今後取り組んでいくものといったものが挙がっております。この委員の方からの

具体的なプロジェクトの発案がこの 36 の中に示されておるというふうな関係でございます。 

  

川端委員 

 もう最後にしますが、我々のこの委員会での委員の発言の内容ですね。付議事件は法改正に関する調査

ということで大きくくくってはありますけれども、何もかも、何でもここでっていうのではなさそうですね。法改正

に関することというふうなことですから、今プロジェクトチームで大体項目を 36 に絞ってやっておるんだけど、

こういう内容について意見を言う、そんなイメージでこのたびの委員会が役割を果たせばいいんでしょうか。 

  

藤田委員長 

 小休いたします。（11 時 26 分） 

  

藤田委員長 

 再開いたします。（11 時 28 分） 

  

川端委員 

 法改正が迫っているということで、非常に重要な委員会ということがよくわかりましたが、ぜひこの県議会の

意向をしっかり反映していただきたいということを要望して終わります。 

  

来代委員 

 今から３年間は過疎法はあるわけです。そして、この過疎法の中で、過疎法をやめろという勢力に対して、

過疎法をどういうふうに、本当に地域住民のためにやっていくかということが１つの目標になってるんですよ。

だから、これをいかに充実してやっていくためには、どういうことかといえば、知事がいつもおっしゃっておる

過疎債というのを市町村だけできるのでなく、県知事の独断、判断で過疎債をどのように地域住民に使える

か、あるいは医療保険についても今、後期高齢者ありますわね。しかし、これを廃止するかどうかは国でや

ってます。しかし、過疎の地域においては後期高齢者ばかりで、これが過疎地から限界集落、消滅集落へと

走りかけたときにどこでストップをかけるか。そのためには地域住民、後期高齢者に残ってもらうために、こ

の後期高齢者の医療保険がどうあるべきか。そしてさらには、きのうも神山か石井に来てたらしいけど、いわ

ゆる買い物難民に対して、国、県が補助をして、その買い物バスを充実して、移動スーパーをＪＡにやっても



らうのか、ＮＰＯ法人に組んでもらって、その買い物バスをつくって充実させるのか。 

 そういったもろもろのことをこれから３年の間に見直してもらわないと、今のままでいくと、もうあってもなくて

もいいじゃないかということで過疎法は終わってしまう。充実することによって、あと３年は、公明党さんが言

ってくれる恒久法にしてくれるのか、あるいは 10 年の時限立法にしてくれるのか、それは今後の目的やけど

も、我々としては少なくとも徳島県はほとんど過疎地になっていってるんやから、もう徳島市やって過疎に近

づいてきよるわけですから、ここで我々が踏ん張って、地域を守るためにどうあるべきかということをこの議

論の中できちんとやらないと、石井総局長、前を向いていかんの。 

 だから、もう一回これはやり直して、議会の代表もあれば土木の代表も要る。あるいは商売人の代表も要

るし、身体障害者の代表も要るんで、各代表を絞った上での委員の選定と、そして同時に県議会と市町村長

さんが直に話し合える会の設定、前はやりましたよ、平成11年、12年は。そういった意見を交換しながら、よ

り立派なものをつくっていくという、石井総局長さん、努力が必要なんじゃないんですか。 

  

石井地域振興総局長 

 私も今、来代委員さんから御意見をいただいた、基本的には同じ思いでおります。徳島県民の１人として、

この過疎対策というふうなものに全力を挙げて取り組んでまいりたいと考えております。それについて今、来

代委員のほうからいろいろ賜りました分につきましては、今後、新過疎対策戦略会議、それから県議会等で

も十分御議論いただきながら、進めてまいりたいと考えておりますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

  

来代委員 

 基本的じゃないんだよ、全部そうなんだよ。それから、この中にＮＰＯとかいろんな団体によっても大分違う

わな。ほな、県の人が、あなた１人が聞いて、その意見を集約できるんで。事務局の中に各部の代表、少な

くともここにおられる部長さんは入ってもらわんかったら、皆さんの言う意見は、石井総局長あなた１人には

任せられませんよ。だから、もう一回初めから、この委員は委員でいいから、きちんと見直したものをつくって

いく。そういう答弁が要るんですよ。 

  

石井地域振興総局長 

 県の庁内あるいは市町村も含めましてでございますけれども、市町村の担当部局につきましては、そうい

った方々に集まっていただいて意見をお伺いする場というふうなものは、あわせてつくってまいりたいという

ふうに考えております。そういった中で、県、市町村のそれぞれの取り組みということについて意見を集約し

てまいりたい。 

 それから、ＮＰＯ法人等につきまして、委員のほうから御指摘いただいているのは、この集落再生部会につ

いてだというふうに思いますけれども、これにつきましては地域でまさにその地域のために頑張っていらっし

ゃる方、そういうグループの代表の方に御出席していただいて、具体的なプロジェクトを進める中で、さまざ

まな課題ということもあろうかというふうなことで、こういう部会を設置いたしまして、プロジェクトを進めるに当

たってのさまざまな課題といったものについても御意見をいただくということで、この部会を設置いたしておる



ところでございますので、県民の皆様のさまざまな御意見を伺いながらということで、進めてまいりたいという

ふうに考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

  

来代委員 

 それなら、過疎債とか買い物難民に対するバスとか、こういったものはどこで議論するんですか。 

  

石井地域振興総局長 

 具体的には、先ほど申し上げましたように、この再生部会の中でもそういう買い物対策とかに実際に取り

組んでおられる団体もいらっしゃいます。そうした方の今現在、実施している状況でございますとか、また課

題ということについて御意見をいただく。それを制度としてどういうふうに、例えば委員のほうからありました

過疎債とか、そういった関係でどういうふうに支援していくのかというふうなことにつきましては、この戦略会

議のほうに御報告いただく中で検討していくということで、進めていきたいというふうに思っております。 

  

来代委員 

 これ何ぼやったって、このままでは議論が前に向いていかんと思う。だから、これはこれでいいじゃないで

すか。だから、この中にあと足りない人をどういうふうに補充するとか、あるいはもっと相談するところをどう

すればいいかとか、これはこれでいいから、これを基本にして、もう一回さらに充実するような委員の選定、

そしてこれから過疎法に対してどう取り組んでいくかについて見直しを行うと。過疎法でも１年で見直し。６年

あるもんでも、１年１年見直ししてるんですよ。だから、初めてできたものだから全部完備せえとは言いませ

んので、これをもう一回いろんな意見を聞きながら見直しということでいかがですか。 

  

石井地域振興総局長 

 来代委員さんの御提言も含めまして、新過疎対策戦略会議の検討のあり方等について見直し、検討を進

めてまいりたいというふうに考えております。よろしくお願いいたします。 

  

黒川委員 

 岡本副委員長さんが私に物を言えというようなサインがあったわけでありますが、実は私も過疎法の６年

間の制定のときに、当時の原口総務大臣のところへ来代委員さんや知事や岡本さんと一緒に行って話をす

るということで、渡辺周副大臣のところへ行って、いろいろ話をして、結局６年延長というのが実現したと。当

時の原口総務大臣であります。今、そんな整理をされてましたが、全くゼロか10年かやけんど、それを６年と

いう中間をとったということをイメージできたわけでありますが、６年の中で３年のうちに見直しをせないかん

ていう問題がありまして、それで、これも言うていいんかどうかわからんけど、ことしの３月に当時の議長さん

のところへ私が行って、過疎を何とかして委員会をつくらないかんという談判をさせていただいたときに、岡

本議長さんが私もそう思っとるんじゃというお話もあったことは事実でありますので、消すわけにはいきませ

んが、そんなこともありました。 

 そんな中で、私も来代会長さんも過疎の中におる人間で、特に東西祖谷とかいうところで、人口が急激に



減少するというよりは、西祖谷とか東祖谷とか年間に１人か２人ずつしか子供が産まれんぐらいになっとるん

ですね。それほど厳しい環境にあるというのが私のところのエリアであります。それがそれ以外の杉本先生

のところもそんな状況でありまして、このままいけば本当に、子供は宝であるということを言いますが、もう一

つの観点で私の先輩の尊敬する人が人的資源っていうお話をしました。資源っていうのは大概、山とかお金

があるとか地下埋蔵物があるとかいうのが資源だろうけど、人間が資源であるという、人的資源という言葉

を私が小学校ぐらいのときに教わりました。 

 そして今、その人的資源がどんどんどんどん枯渇していって、全国の状況や県内の状況や県内のほんま

に合併しても人口がどんどん減っていく状況、まさに人的資源が枯渇したということだろうと思いますが、そう

した意味では、６年延長になったけれども３年で見直し、これは知事も来代委員も言よるけど、県として過疎

債の発行をどうするかっていうのが一番大きな問題ですね。前回はそれができなかったんです。今回はそこ

のところを県が過疎債をどう発行するか、できるようにするかということによって、先ほど市町村がこの事業

をやるんだというけれども、県もそこに大なたを振るうことができるということになりますね。大きくは私はそこ

のところからいろんな事業が展開できて、過疎対策ができるんだろうと思ってます。 

 それから小さい問題については議論して、それこそ買い物難民の問題であるとか、葬式が挙げられんぐら

いに集落はもう限界集落どころか消滅集落になっていってるわけでありますから、こういったもろもろの問題

で真剣に来年の５月っていう話だけど、県議会として過疎問題をしっかりやる。それが少子高齢化の問題に

つながるということでありまして、そこで過疎・人権というところへ設置されたというのが意味があるわけであ

りまして、きょう川端委員さんが皮切りに整理されて、そして若干の修正っていうんか大きな修正かもしれま

せんが、よくわかるようにされました。私も聞きながら、ちょっと違うんじゃないかというお話もしながらですが、

この１年間しっかり４回の議会でそういった議論を展開することが、我々過疎・人権の委員会の任務だろうと

思います。過去のことも考えながら、この対策をぜひ県の理事者はやってほしいなということを申し上げてお

きます。終わります。答弁は要りません。 

  

岡田委員 

 １つ質問なんですけど、一番最初の説明のときに、13 市町村というふうにおっしゃってましたが、14 市町村

ですよね。 

  

窪集落再生室長 

 岡田委員のほうから市町村数についてのお話をいただきましたけれども、過疎法に基づく現在の過疎地域

の指定につきましては、13 の市町村になっております。戦略会議のほうには 14 の市町村長の皆さんに入っ

ていただいておるんですけども、これは阿波市さんが準過疎という形で入っております。以前の法で過疎地

域指定であったところで、法が 10 年、10 年で変遷してきたというふうな御説明を申し上げましたけれども、途

中で要件が変わって国の指定からは外れている、いわゆる卒業になっておるんですけれども、そういったと

ころについては準過疎というふうな形で今回お入りいただいて、１足して 14 というふうなことでございます。 

  



岡田委員 

 先ほど来、ずっと説明を聞いておりますと、理事者側も私たちの委員会のほうも、ずっと過疎に対して取り

組みを進められてきた議員の皆さんもいらっしゃいますが、私も含めて新しい、経過を知らずにこの場に来て

いる方も多分、理事者の中にもいらっしゃるんではないかと思います。それで、やはり何事も先人の方が闘

ってきて得たという経緯を知らずして今ここで議論するっていうのは非常に問題点があるし、先ほど来ずっと

議論されておりました方向性が若干ずれているんじゃないかとか、それぞれの皆さんの思いがずれているん

じゃないかということで、それでこの委員会には過疎議員連盟の会長さんの来代先生もいらっしゃいますし、

またそれぞれ先頭を切ってこられた先生方もいらっしゃいますので、委員長、ぜひ付託までに一度勉強会な

りをしていただいて、過疎について今までの経緯と今後の展望っていうのを委員会を挙げて招集していただ

いて、議員と理事者の皆さんとのもう少しすり合わせといいますか、過去の経緯を知らずしてこれからの未

来を語れないと思いますので、どうでしょうか。 

  

藤田委員長 

 わかりました。それはぜひ検討したいと思いますので。 

 小休します。（11 時 44 分） 

  

藤田委員長 

 再開いたします。（11 時 45 分） 

  

岡田委員 

 では、よろしくお願いしたいと思います。 

 それともう一点は、質問が変わるんですけども、先ほど障害者の方の雇用推進ということで、県のほうが主

になって取り組んでいきますっていうような施策が出てるんですけど、現状、県のほうの障害者の採用率、そ

してその目標数値等が挙げられてましたら、お願いします。 

  

新居労働雇用課長 

 県のほうの現状の雇用率の関係ということでございます。これにつきまして県内の民間企業につきまして

は、23 年６月１日現在の数値になりますけれども、1.67％ということになっております。県の知事部局のほう

につきましては、法定雇用率が2.1％に対しまして 2.15％というような、雇用率を達成しておるような状況にな

っております。以上です。 

  

岡田委員 

 知事部局のみならず、ここは教育委員会もいますので教育委員会はいかがですか。 

  



松山教職員課長 

 平成 23年度の数字でございますけれども、本県教育委員会の雇用状況につきましては雇用率で 1.88％と

いうことで、その前の年度に比べて 0.12％ふえております。 

  

岡田委員 

 全国平均的には雇用がされているということですけど、非常に経済状況が厳しい中、なかなか皆さん就職

が困難でありますし、また今年度は特に徳島県はみなと高等学園もできましたので、いろいろ障害者の子供

たちに対しての就労支援っていう部分も取り組んでいかれるということもありますので、ぜひみずから率先し

て障害者の方を採用するという部分の強い決意のもとに今年度ぜひ取り組んでいただきたいと思います。事

前ですので要望とさせていただきます。以上です。 

  

藤田委員長 

 午食のために委員会を休憩いたします。（11 時 48 分） 

  

藤田委員長 

 休憩前に引き続き、委員会を再開いたします。（13 時 05 分） 

 質疑をどうぞ。 

  

長尾委員 

 午前中は大変、この新しい過疎という名前がついた特別委員会になった経過、理由が熱っぽく語られまし

て、私どものほうも党としては恒久法というようなことをうちの石田祝稔代議士が党の中心となってやってお

りますし、自民党さんのほうは山口俊一代議士が頑張っておられるようでありまして、ぜひ徳島からまた力を

合わせて、この法律についてよりよい法律になるように、地方徳島県からもしっかり声を上げていくべきだと

私も心から賛成するところでございます。 

 それで、きょうは事前委員会でありますので、私も１点だけお聞きしておきたいと思います。それは、先日９

日に厚生労働省が発表いたしました生活保護の数が集計が始まった 1951 年以降、過去最多の 205 万人と

いう大変多くの生活保護を受給されている方となった。一番少なかったときが 88 万 2,000 人ということであり

ますので、いかにこの88万と205万という数の深刻さというのがわかるのではないかと思うわけであります。

この理由としては、景気の悪化とか雇用の非正規化とか高齢化とかいった問題がありまして、特に 2008 年

のリーマンショック以降、これが引き金となって急増しておるというような説明がございます。そこで、国とか

自治体の支援のあり方が今後問われていくということであります。そこでお聞きいたしますが、この厚生労働

省の調査で集計以来過去最多の205万人という数字でありますが、まず、本県の現時点での直近の生活保

護受給者数が何人なのか、過去本県で最高は何人だったのか、また最低は何人だったのかを教えてもらい

たい。 

  



大西地域福祉課長 

 生活保護に関する質問をいただきました。今直近の県内の生活保護の受給者でございますが、平成 24年

３月の数字で申し上げますと、県内で１万 4,950 人の方が受給されております。それと、生活保護制度が昭

和 25 年に制定されまして、それ以降の過去最高の人員という御質問でございましたが、これは発足した翌

年の昭和 26 年に３万 4,997 人の方が受給されていたと。逆に県内で一番少なかった年は平成 10 年、いず

れも年度平均でございますけども、8,844 人という状況でございます。 

  

長尾委員 

 国のほうでは今が最高で205万人ということでございますが、今の御報告だと現時点では１万 4,950人、過

去最多のときが昭和 26 年、３万 4,997 人、少ないときが 8,844 人ということで、国と県のこの時期の差という

のがちょっと特徴があると思うんですが、この昭和 26 年が今の２倍以上もあるわけです。この辺の理由とい

うのはどういうように見てるんですか。 

  

大西地域福祉課長 

 全体的な傾向といたしましては、全国も県内も過去高い受給者からどんどん落ちてきて、また平成９年、10

年を底に増加しているという全体の傾向は国も県も同じ状況でございます。ちなみに国も昭和 26 年のときに

は204万 6,000人ということでございました。やはり県内で戦後の混乱というか、生活保護制度ができて以降、

生活困窮者がたくさんいて、生活保護受給者が多かったということで、景気にもやはり左右されるということ

で、ここのところまた増加傾向にあるというふうな傾向は全国も県内も同じ状況というふうに認識しておりま

す。 

  

長尾委員 

 なかなかちょっとよくわからないところがありますが、それはそれとしまして、徳島県は１万 4,950 人という、

人口が 80 万人を切ってる中でけっこう高いんではないかと思うんですが、都道府県別の生活保護受給者数

の受給率においては、47 都道府県で本県はどのくらいの位置にいるんですか。 

  

大西地域福祉課長 

 全国的に比較するものとしまして、人口 1,000 人当たりに対して何人の方がいるかというパーミルで表す数

字の比較で申しますと、徳島県は平成 23 年 12 月時点での数字ですけども、1,000 人当たり徳島県が 19.0

で、全国では 10 番目に高い数字というふうになっております。 

  

長尾委員 

 あんまりいい数字ではないわけでありますが、そういう中で自治体の支援のあり方が今後問われるという

ことでありますけれども、それで過疎地域ということが午前中から議論になってるんですが、この生活保護受

給の実態として、都市部と過疎地域という面でいえば何か特徴はありますか。 

  



大西地域福祉課長 

 都市部とそれ以外、山間地域との特徴ということで、明らかなものというのは特にないのですが、やはり徳

島市とか鳴門市といった市内のほうの受給者の増加傾向が、郡部のほうに比べて多いというのが最近は出

ております。 

  

長尾委員 

 過疎地と都市部で、どちらかといえば都市部が多いというようなお話なんですが、生活保護を受けるのは

高齢者の方もいれば、若くて働ける就労能力があるけれども仕事がなくてできないという人もいるだろうし、

その辺の内訳というのはどうなってるんですか。 

  

大西地域福祉課長 

 ことし３月の時点での世帯類型別ということで説明させていただきますと、高齢者の方と未成年の方で構成

される、あるいは高齢者の方のみというふうな高齢者世帯が全体の 44.3％を占めております。それから、傷

病・障害者世帯が37.4％、母子世帯が5.9％、働ける稼働年齢層を含むその他世帯が12.4％という構成にな

っております。 

  

長尾委員 

 そこで、最近話題になっている芸能人なんかで本人は収入がたくさんありながら、親御さんが生活保護を

受けておったというふうなことが大変マスコミでも報道され、いわゆる不正受給という表現になってるわけで

すが、この不正受給について県内の現状、毎年どれぐらい不正受給が発覚、発見されておるのか、またわ

かった主な理由がどういうものがあるのかを教えていただきたい。 

  

大西地域福祉課長 

 不正受給の県内の状況についてお答えいたします。平成 22 年度までの数値が私どもで把握している最新

のものですが、平成 22 年度で約 300 件、金額にいたしますと約１億 5,000 万円。その前の 21 年度は約 220

件で約１億円です。その前の 20 年度が 230 件で約１億円といった不正受給が発覚しております。 

  

長尾委員 

 22 年度が 300 件という大変多い数でございますけれども、当然対象になる方はきちっと手当てをせねばな

らんと思うんですが、今後こういう不正受給に対してどういう形でやっていくか、どういうふうにして発見してい

くのかを言ってもらえる。 

  

大西地域福祉課長 

 不正受給の内容でございますけども、働いて収入を得ているにもかかわらず、申告をしてなかったというふ

うなものと、あと多いのが年金を遡及して受給していたのに、これを福祉事務所のほうに申告していなかった

というあたりの内容が多くございます。そのほかには交通事故の補償金であったり、世帯員が増減している



のに申告がなかったということで、そういった保護者のほうからの申告義務があるにもかかわらず、申告がさ

れてなくて、後で発覚したということが多くございます。それと福祉事務所においては受給者から収入申告を

いただくんですが、それと市町村での課税状況を突合いたしまして、合わない分について不正が発覚すると

いうケースが多くございます。 

  

長尾委員 

 生活保護が大変ふえている中で、どうしても傷病とか難しいことは別にしても、就労能力があるにもかかわ

らず、できていない方もおられるわけで、そこらあたりを自立支援策というのが非常に大事になってくると思う

んです。そこで、県としては自立支援策でこれというものがあれば１つ、２つ教えてもらいたい。 

  

大西地域福祉課長 

 今、委員からお話もございましたように、この生活保護の趣旨というのは生活に困窮している方への経済

給付というのがございますが、もう一つは自立の助長ということも施策の柱になっております。それで県、市

の福祉事務所におきましては、その世帯にいかに自立していただくか、それのための支援をやっていくという

ことで取り組みを進めておりまして、その１つで例えば就労支援についてでございますけども、今県内で 11

の福祉事務所がございますが、ケースワーカーがケース訪問して、いろんな制度の説明とかハローワークと

の連携の中で就労支援をしているわけですけども、それに加えて23年度には全福祉事務所にハローワーク

のＯＢの方とかによる就労支援員という方を配置いたしまして、就労支援員と同行訪問する中で少しでも就

労に結びつき、自立につなげていきたいということで、いろんな支援を行っております。 

 それともう一つは、県内の福祉事務所でこれまでも就労支援に関しては具体的に成功事例というのがござ

いますので、それを全福祉事務所が持ち寄って、成功事例とかを踏まえた就労支援のプログラムをこの秋ま

でには県内の独自のものとして策定したいというふうなことで、今作業を進めているというふうな状況がござ

います。 

  

長尾委員 

 ぜひこの秋までにそういった就労支援員による自立支援に力を入れてやってもらいたいと思います。あわ

せて私本会議で一度取り上げたんですが、生活保護世帯の子弟は、ある大学教授の調査によると、また生

活保護世帯に戻る、いわゆる貧困の連鎖というとても大きな問題だという中で、埼玉県が生活保護世帯の

中学生に対して無料で支援をすることを取り上げて、本県でもそうした貧困の連鎖を防ぐために何らかの支

援ができないかといったことを本会議で取り上げたことがあるわけでありますが、そのことについて本県とし

て、もしその後の取り組みということがあれば、御紹介いただきたい。 

  

大西地域福祉課長 

 今、委員からお話ございましたように、生活保護を受けている世帯の子供さんが大人になってまた再び生

活保護を受給するというような貧困の連鎖を防止するということが、県としても非常に重要なことというふうに

認識しております。それで、昨年の夏に生活保護を受けている家庭の中学３年生の子供さんを持つ保護者



の方にアンケート調査を実施しまして、高校進学に当たってどういった支援を望むかっていうふうなことを中

心に調査をいたしました。その中では、複数回答だったんですけれども、７割以上の方が高校進学に関して

資金面での支援を中心にいろんな情報がとにかく欲しいというふうな回答がございました。 

 それを受けて、本県ではこれも 11 福祉事務所の方と検討を重ね、ことしの３月に高校進学等支援プログラ

ムっていうものを策定いたしまして、その中では、保護者の方直接、それと子供さん用にということで、２種類

で生活保護制度の中でもこういった支援がある、またほかにもこういった支援があるっていうふうなわかりや

すいしおりを配布いたしまして、高校進学につながっていくための手だてとしてプログラム策定に基づく支援

に今取り組んでいるところでございます。以上です。 

  

長尾委員 

 ぜひこういった面で取り組みを進めてもらいたいんですが、このことについては、教育委員会というのは何

らかのかみ方というか支援の意志というのはないんでしょうか。 

  

前田学校政策課長 

 今、委員御指摘がございました教育委員会との連携でございますけれども、実は昨日、文教厚生委員会

の事前の御審議の中でも、高知県のほうでチャレンジ塾という学習支援を行っているというお話がございま

した。これはまさにおっしゃるように、生活保護世帯の中学１年生から３年生までの学習の場を設けて支援し

ようという仕組みでございますけれども、県教育委員会といたしましてもこの高知県のような、いわゆる学習

支援員を教員ＯＢの先生方でございますとかあるいは大学生という方に御協力いただいて、貧困の連鎖を

なくすためには学習の支援という観点も必要かと思っており、大変重要なことと思っておりますので、今後検

討していきたいというふうに考えております。 

  

長尾委員 

 ぜひ教育委員会もこうした生活保護世帯の貧困の連鎖を防ぐために、県を挙げて取り組んでいただきたい

ということをきょうは要望して終わります。 

  

古田委員 

 今議会の説明資料の中でも、子どもはぐくみ医療助成費ということで、子供の医療費の助成を小学校卒業

まで延ばしていただけるというふうなことで、6,800 万円の予算がつけられております。私たちもずっと長年求

めてきたところですので、徳島県で少子化がどんどん進む中で、子育て支援の 1 つとして充実させていただ

いたというふうなことでは大変感謝しております。いつも知事はこの医療費無料化の件では全国トップクラス

だというふうなことをおっしゃいます。そのとおり小学校卒業まで拡充している都道府県というのはそうないわ

けではありますけども、今、全国での都道府県単位でのこの支援は、どのようになっているかを教えていた

だけたらと思います。 

  



鎌村健康増進課長 

 ただいま委員より御質問のありましたこの乳幼児等はぐくみ医療費助成制度につきましての全国順位とい

うことでございます。この全国順位につきましては、本年４月１日現在で本県のほうで実施しました調査によ

りますと、本県がこのたび実施予定でお願いしております10月１日時点におきましてでございますけれども、

福島県のほうで18歳以下までということで予定されております。そのほかにつきましては、東京都、群馬県、

鳥取県が中学校修了までということでございまして、兵庫県が通院が小学校修了まで、入院が中学校修了

までということでございまして、この５都県に次ぎまして全国６位タイとなる見込みとなっておるところでござい

ます。 

  

古田委員 

 私はホームページでことしの１月 12 日現在の分で調べたんですけれども、入院について、通院はまだです

けれども、入院は中学校卒業までというふうなところが大分ふえているように思うんです。小学校卒業までと

中学校卒業までの間というのは、中学校になりましたら病気も減って小学校の高学年から中学校というのは、

そんなにたくさんの助成も要らず、少なくて拡充できるんではないかというふうに思うんですけども、入院する

ということになりましたらたくさんのお金がかかるわけで、そこのところは全国では大分進んでおりますので

徳島県でもできる。お考えいただきたいというふうに思うんですけれども、今回は小学校卒業までというふう

なことで予算を組んでくれていますので、さらにということになりましたら大変だというふうに言われるかもわ

かりませんけども、今本当に少子化の進んでいる徳島県ですので、さらに拡充するという意味でも、全国に

おくれをとらないという意味でも、ぜひ進めていただきたいと思うんですけれども、どのくらいあればできるん

でしょうか。 

  

鎌村健康増進課長 

 このたびの予算の計上に当たりましては、6,800 万円ということで計上させていただいております。これにつ

きましては、小学校の高学年３学年の 1学年当たりの平均というところが 6,800 万円ということで試算をして

おる数字でございます。このたび補正予算におきましては、10 月でございますのでレセプト等の請求の関係

上４カ月分ということでございますので、３学年分でございますが１年間の３分の１の期間ということで、ちょう

ど１学年分に当たります 6,800 万円ということで計上させていただいております。 

 これは推定でございますけれども、高学年になりますと、古田委員さんがおっしゃいましたように医療費と

いうのは少しずつ受療率、実際にかかる率も下がってまいりますので、少しはそれ以上には下がってくるも

のと思われますけれども、具体的な数字は申しわけございませんけれども、ただいま持ち合わせておりませ

んので、また検討させていただきたいと思います。 

  

古田委員 

 群馬県などでは中学校卒業までと入院も通院も。そして自己負担分、徳島県の場合だったら月 600 円要る

わけですけれども、いろんな高いところによって 600 円はなくてもいいわけで、そういう自己負担分なしで、そ

して現物給付というふうなことで、大変充実させているんですね。入院の食事代も応援するということで、こう



いった進んだ取り組みをしている県もありますので、ぜひさらにトップクラスという名にふさわしく徳島県も充

実させていただきたいというふうに思います。 

 この点はここでおいておきまして、次に介護保険の件でお伺いしたいと思います。この補正予算の中でも、

介護保険対策費とか介護基盤緊急整備等臨時特例事業費補助金とかいろいろ整備のための予算なども組

まれておりますけれども、今年度ちょうど介護保険は３年ごとの見直しで介護保険料が決まりました。その状

況というのがどうなっているか。徳島県の場合、全国的なものと比べてどのような状況なのかお伺いできたら

と思います。 

  

志田長寿保険課長 

 介護保険の保険料についてのお尋ねと思いますけれども、介護保険の制度が平成 12年度から始まりまし

て、本年度で 13 年度目となるわけでございますけれども、今年度の平成 24 年度から 26 年度の３年間、そ

の第５期の徳島県におけます保険料の金額が月額で１人当たり 5,282 円となっております。全国平均が

4,972 円という状況でございまして、順位でいいますと高いほうから数えて 16 番目という状況でございます。 

  

古田委員 

 この介護保険に対しては県のほうからもさまざまな支援をしていると思うんですけれども、小松島市の場合

は今回の改定で市のほうから繰り入れをして 10.3％引き下げたんですね。それから松茂町の場合は少ない

ですけれども、1.9％引き下げるというふうなことです。全体としては徳島県の場合 8.8％の増というふうなこと

で高齢者の方に大変な負担を押しつけているわけですけども、県としてはどういうふうに努力をされて、前回

の第４次改定のときには全国的にも青森、沖縄に次いで３番目に高かったというふうなことで大変高かった

わけですけども、今回 16 番目というふうなことで、全国的には少し高いほうから下がったわけですけども、県

として引き下げのためにどういうふうな努力をされているのか。もし県独自にさらに次の改定に向けて、引き

下げのためにできることというのはないかというふうなことをお尋ねしたいと思います。 

  

志田長寿保険課長 

 介護保険料についてのお尋ねでございますけれども、第４期、21 年度から 23 年度までの３年間の保険料

と今回を比べますと、委員からお話ございましたように、前回は１人当たり 4,854 円で全国で高いほうから３

番目の状況であったわけでございますけれども、今回はそれが 16 番目という状況になっているということで、

これについては県と保険者である市町村のほうと連携しまして、それぞれ県の介護保険事業支援計画、市

町村のそれぞれの介護事業の計画というのとで連携をとりながら、適切なサービス給付の水準を考えなが

ら、例えば施設整備について一定のところで推移させるとかいうような努力をしてきた結果、数字的には全

国の高いほうから 16 番目という状況にまでなってきたと。過去ずっと２番目、２番目、３番目というような状況

であったものが今回は２けたのところまで来たということで、県、市町村の努力の結果がそういうところに１つ

はあらわれているのではないかと考えております。 

 また、もう一つ今回の保険料の設定について特徴的なことを申し上げますと、これは２月の委員会でも御

議論があったところでございますけれども、本県独自というわけではないんですけれども、この介護保険に



関しては財政安定化基金というものが国、県、市町村３分の１ずつの負担で積み立てられております。この

基金については本来的には、介護保険の会計がサービス給付が予想以上に大きくなったとか、あるいは保

険料収入が思うように入らなかったとかいうときの収支差を埋めるものではあるんですが、この第５期の保

険料の設定に当たっては保険料の軽減のために使ってもいいというような状況が生まれまして、その中で３

億 7,500 万円、保険料軽減に充てるための取り崩しというのを行いまして、それで月額１人当たり 53 円では

ございますけれども、この３年間１人平均月額 53 円の保険料の軽減にこの基金を役立てたということでござ

います。 

  

古田委員 

 県独自の引き下げのための支出ということもぜひお考えいただきたいというふうに思うんですが、それと４

月から介護保険の中身も改定がありました。生活援助サービスの時間が３月までは 60 分程度というのと 90

分程度というのが２つあったわけですけれども、それをこの４月からは 20 から 45 分程度と 60 分から 70 分

程度というふうなことで、１時間だった人が最高でも 45分に減らされた。それから 90分の人は 70分にという

ふうなことでサービスするヘルパーさんのほうも大変大急ぎでやらなくてはいけないと。受ける側の人とも十

分な話もできない。とにかく洗濯からいろんな食事の世話から買い物からというふうなことで、本当に切り刻

んでサービス提供に当たられているというふうな事例が幾つも言われているんですけれども、こうしたことに

対して県はちゃんと調査をされているのか。 

 それともう一つ、24 時間介護ということで夜間でも見回りができるようにしようというふうなことが言われて

いるわけですけれども、その取り組み状況はいかがでしょうか。 

  

志田長寿保険課長 

 まず、訪問介護サービスの関係の御質問でございますけども、このたびの介護保険の介護報酬の改正に

当たって平均 1.2％の増額っていうのが金額的にはされておりますけれども、その中で委員のお話ありまし

た訪問介護の生活援助の関係の時間とかあるいは報酬の単価の区分の改正というのも行われておりまし

て、確かに今まで 60 分未満であるか 60 分以上であるかというところの設定が、20 分以上 45 分未満と 45

分以上ということに分かれておりまして、これは生活援助につきましては主なサービスの内容が掃除と調理

ということで、このあたり国のほうの分科会とかで、どのあたりの時間が適当なのかというのを調査したところ、

平均30分から40分ぐらいの時間でサービスの提供が実態としてなされているということを踏まえて、今回45

分のところで１つ線を引くということになっております。 

 確かに制度が変わったばかりですので、その辺事業所にとって戸惑いとかいうこともあろうかと思います。

ただ、よりきめ細かい時間設定になったということで、時間は減ってもその分回数をふやすようなこともできる

ということもありますので、このあたり実際の事業所のほうでサービスを提供する上で、どういうふうな問題が

出てきているのかとかいうことを今後十分実地指導とかいうことも、実地指導というのは運営基準とか人員

配置のチェックで、訪問介護サービスであると基本的に３年に１回ずつは実地指導を行うというようなことも

やっておりますので、そういう中でもサービスの実態というのを聞くようにしていきたいと思っております。 

 それともう一点、24 時間のサービスの件でございますけれども、このたびの改正の中で 24 時間の訪問介



護なりあるいは緊急の通報を受けて訪問なりというのは、介護訪問と看護のほうも含めたような形でサービ

スを提供するというのが今回の制度の中に入ってきております。それで、今年度から３年間の中で今のとこ

ろは吉野川市のほうがこのサービスの提供を検討していくということで今、県下でこのサービスを導入してい

る市町村はございませんけれども、まずは吉野川市のほうが今サービスの導入に向けまして検討を進めて

いるという状況でございます。 

  

古田委員 

 この介護の改定が本当にサービス提供の事業者や受ける側にとっていい改定であったのか、それは先ほ

ど 45 分を境にというお話で回数をふやすことができるんだというふうなことをおっしゃったけども、それは利

用料が要るわけで、受ける側にとってはたくさんの負担をしなくてはいけない。それからその減った分を15分

500 円でしましょうかやいうて、余分に自己負担をもらって提供するという事業所もあるわけで、結局利用す

る側にとっては大変な負担増となっているわけですから、そういった実態もぜひ県としてつかんでいただいて

対応していただきたいというふうに思います。 

 次に、後期高齢者医療も２年ごとの改定でちょうど今年度が改定の時期であったということで、保険料が大

変高くなりました。徳島県の増加率も含めてどのようになっているでしょうか、お伺いしたいと思います。 

  

志田長寿保険課長 

 後期高齢者医療制度の保険料についてのお尋ねでございますけれども、お話ありましたように後期高齢

者医療制度につきましては、この24年度、25年度が第３期目になるわけでございますけれども、この24、25

年度の２カ年の保険料というものが１人当たり月額で 4,485 円ということになっておりまして、前回の 22 年、

23 年度の 3,969 円と比べますと伸び率は 13％ということで、これは全国で一番高い伸びとなっておりますけ

れども、ただ、4,485 円という数字を全国平均と比べますと全国平均は 5,561 円でございまして、全国の高い

ほうから言いますと 29 番目という状況になっております。 

  

古田委員 

 この場合も剰余金や基金などを取り崩して、引き下げに充ててよろしいというふうなことで、県も前回のとき

には大分抑えるように頑張ってくださったわけですけれども、この介護保険料も後期高齢者の保険料もあわ

せて年金から引き去るということになりましたら、本当に高齢者の方にとっては大変な負担になっているわけ

です。国民年金の場合は５万円以下の人もたくさんおられるわけで、そこから引かれてしまいますと本当に

手元に残るのはほんのわずかということで、全額国民年金をもらってもなかなか１カ月暮らしていけないよう

な大変なわけです。こういう中で負担ができるだけ高齢者にかからないように、県としてもぜひ対策をしてい

ただきたいと思うんですけれども、そういう点はいかがでしょうか。 

  

志田長寿保健課長 

 介護保険制度それから後期高齢者医療制度ともに、低所得者については保険料を軽減する制度がござい

ます。ただ、例えば介護保険制度の保険料の制度を見ましても、住民税が非課税の方でも同居の方で課税



の方がいらっしゃったら低減率が違うとか、いろいろそのあたり今後の課題もありまして、先般の国に対する

政策提言の中でも、よりきめ細かな低所得者向けの保険料軽減策を創設するような提言もしておりますし、

今後とも実態に着目したような提言をこれからも行ってまいりたいと考えております。 

  

古田委員 

 今、後期高齢者医療制度というのが、自民党と民主党、公明党の３党で消費税増税をするために、その廃

止をやめようというふうなことでいろいろ論議の的になっておりますけれども、民主党政権はこの後期高齢者

医療制度はうば捨て山とか言われて、高齢者に早く死ねと言うような制度だというふうなことで批判して、参

議院のほうでは廃止するというふうなことを言っていたのに、今回廃止をやめよというふうな方向でいろいろ

論議をされております。 

 私どもはこの特別な 75 歳以上の方を囲い込みをして、そこの保険料でサービスを賄っていくというこの制

度自体が、やっぱりこれは払えなかった人の保険料、それから医療にかかった医療費というものをひっくる

めて、高齢者が全部分け合って出しなさいというような制度ですので、これはどんどん改定のたびごとに高く

なるのは明らかなわけで、最初からすればもう何倍にもなっているわけですので、ぜひともこの制度は廃止

をしてほしいという思いでずっと取り組んでいるんです。 

 県としてはこの後期高齢者医療制度の廃止に向けては、今は低所得者に対する保険料の軽減というふう

なことは提言されているようですけれども、制度自体にやはり問題があるのではないかというように思うんで

すけれども、その点はどのようにお考えでしょうか。 

  

志田長寿保健課長 

 委員からお話がありましたように、後期高齢者医療制度の制度そのものの話につきましては、最近の新聞

報道等にもありますように国民会議的なところで今後議論していくというようなことで、県としましてはその状

況を見守るということと、基本的には現時点では今の 75 歳以上の医療費を公費で半分賄う、40％は現役世

代の負担で賄う、１割は 75 歳以上の方の保険料で賄うというスキームで今のところはそういう形で動いてい

くのかなと。 

 今後のあり方については、新たに設置される会議とかで議論されるということになるんですけれども、ただ

やはり民主党のほうで廃止のときに出された、もとの保険に戻して都道府県単位で運営するというような案

については、財源問題が欠落しているというところで、やはり新たな制度をつくるに当たっては、まず財源の

ところをどう整理して、制度の中でどう組み込んでいくのかというところをまずは考えていただきたいというこ

とで、そういうふうな認識でおるところです。 

  

古田委員 

 後期高齢者医療制度それから介護保険の制度、いろいろな問題点があろうかと思いますので、ぜひ県民

の立場に立って、県も対応していただきたいということをお願いしておきたいと思います。 

 次に、男女共同参画の問題ですけれども、人権の問題で男女平等とか男女共同参画のいろんな取り組み

というのは本当に大事なことで、変遷があって女性対策室から男女共同参画室、それから男女共同参画課、



それから男女参画青少年課というふうに変わってきて、今回、人権推進課の中に男女共同参画担当という

のが含まれてしまったと。ところが、お願いをして県庁のロビー、それからエレベーターの中、それから部屋

の案内板、こういったところは男女共同参画担当というのを書き入れてくださったんですけれども、ここには、

この手塚人権推進課長のところには男女共同参画担当というのは入っていないわけです。吉成さんの場合

は人権・少子化対策担当とかいうことで入れられているので、ぜひこういう案内をしてくださるときには、きち

んとそれも書き入れていただきたいと思うんですけれども、まずここはいかがですか。 

  

手塚人権推進課長 

 委員会資料のほうに男女共同参画を入れなさいということでございますけども、各課におきましては私ども

以外にも課の中に担当がございまして、そこで課ができております。この資料につきましては全体の中でこう

いう書きぶりというのは、一定のルールでつくられておると思いますので、御理解いただければと思います。 

  

古田委員 

 幾つかこういうふうに書いてるところもあるわけですから、今まで男女共同の問題を扱っていたところは課

の名前に男女参画青少年課というふうなことであったわけで、それがあって初めてわかるわけですけれども、

これでは男女共同参画の担当がどこかということがわからないわけで、どこでもそれはきちんと書いていた

だきたいというふうに思います。あれだけ私たちがお願いをして、男女共同参画の担当がどこかわかりませ

んと、県庁の中で。変わったところなんですから、ぜひ書き入れていただきたいと思うんですけれども、いか

がですか。 

  

小谷保健福祉部長 

 男女共同参画というのが今年度私ども保健福祉部の所管になったわけでございます。今年度の事業を通

じまして、男女共同参画というところを仕事を通じて各団体、県民の方に私どものほうが所管しているという

ことを広報とかをやっていきたいと考えております。課長のほうから申しましたように議会等の資料はルール

がありますので、これはこれでしっかりルールにのっとってやっていきたい。いろんな広報の部分については

男女共同参画、人権推進がやっていることについては、県民向けに対しては議員の指摘も踏まえて今後対

応していきたいというように考えております。 

  

古田委員 

 いや、これだって同じですよ。今回、10 課がなくなったんですね。課としては 10 消えました。それで新たに

幾つか生まれたんですけれども、そんなことが今回のこの事前の資料では出てきていないわけです。だから、

きちんとわかるように明記すべきだと思いますよ。今後あらゆる面でいろんな広報、いろんなものに書き入れ

ていただきたいというのをまずお願いしておきたいと思います。 

 それと、人権推進課のほうに男女共同参画担当が中へ入ってしまったというふうなところについて、その経

緯。まだまだ男女共同参画というのは、徳島県の場合は賃金にしても低いし、男女平等もまだまだできてい

ない。いろんな分野で大変おくれている状況であるのに、名前がわからないこの人権推進課というところに



入れてしまったというところでは、なかなか納得できないんですけれども、その点を短く御説明をいただきた

いと思います。 

  

手塚人権推進課長 

 県におきましては男女共同参画につきまして、県の重要課題ということで取り組んできて、一歩ずつではご

ざいますけども、それなりの成果を上げてきたのではないかと考えておるところでございます。今、委員さん

のほうから男女共同参画担当を人権推進課に入れたのはどういうことかということでございますけども、申し

わけございませんけども、県の組織等につきましては経営戦略部のほうで担当しておりまして、私のほうか

らお答えするのはちょっと控えさせていただきたいと思いますけども、この４月の初めにいろいろ議論がござ

いましたので、経営戦略部のほうのコメントを参考に紹介させていただきます。 

 男女共同参画の実現は我が国における重要課題の１つ。本県においても取り組んできた。この３月には計

画をつくって今後頑張ってやっていく。ただ、一方では個人の人権を踏みにじって男女平等を侵害する暴力、

ＤＶ、セクシャルハラスメント等、迅速かつ効果的に取り組まなければならない深刻な問題もある。このたび

の組織改正がこうした課題を踏まえ、人権問題やこども女性相談センターを所管する保健福祉部において、

人権推進課として新たな再編、人権尊重というより大きな視点から男女共同参画に関する施策の推進を図

るよう組織再編したとのことであります。以上でございます。 

  

古田委員 

 担当するところが、とのことでありますやいうて、本当に自分ものになっているかどうかと私は思いますけれ

ども、これは事務局のほうに作成していただいたものですけど、知事さんを初め、県の幹部の皆さんが、どう

いう方がされているかという表です。これ全体の中で 200 名余っての課長さんとか次長さんとかいろんな方

が書かれていると思うんですけども、この中で女性が何人ぐらいおいでると思いますか。ほんの 10 人を超え

んのですね。この中にも、これだけたくさんの県の理事者の方が座っておられますけれども、女性の方は大

変少ないですよね。やっぱり男女共同参画を進める視点に立てば、もっともっとたくさんの女性職員を登用し

ていただきたいというふうに思うんですが、優秀な方もたくさんおいでますから。 

 それと今、こういう徳島県が人権推進課の中に入れてしまったというふうなことは、全国的にもそういう傾向

があるわけですけれども、だけど踏みとどまって高知県なんかはちゃんと置いたわけです。しかし残念なが

ら、私たちに知らせてくださったのは人事が発表されて初めてわかったわけです。３月の終わりになってなん

です。で、男女参画青少年課の分として私たちは２月議会で予算、それから24年度の取り組みなどを審議し

たわけですね。それを認めて可決されたと思うんですけれども、そんな課がなくなってしまうとかそういったこ

とは何の論議も何にも説明もないわけです。ここの事前委員会でもありませんでしたので、そういう状況とい

うのはやっぱりおかしいと思うんですが、行政経営課が半年間もかけて考えてきたんですよというんでしたら、

部の設置を提案するときに課やってこういうふうにやりたいというふうなことは示されて当然だと思うんです

けれども。そういったことでぜひ再考を願いたいと思うのと、全国的にそういう動きがあるんですけれども、今

47都道府県の中で男女共同参画というような課がなくなってしまった、よその中に入ってしまったところという

のは調べられていますか。 



  

手塚人権推進課長 

 全国のうちで 23 年度時点で 47 のうち２と承知しております。 

  

古田委員 

 どこでしょうか。 

  

手塚人権推進課長 

 北海道と宮城県でございます。 

  

古田委員 

 北海道と宮城県とこの徳島県ですね。宮城県の場合は、共同参画社会推進課というところでされてるんで

すね。ですから、男女というのは入っておりませんけれども、共同参画社会推進課というふうなことでは、そう

いう視点でされていると思うんですけど、本当に男女共同参画という名前もなくしてしまっているのが北海道

と徳島県というふうなことで、やっぱりこれは男女共同参画立県とくしまと知事がよく言ってるじゃないですか。

そういう徳島県にするんだというふうなことを言われている割には、後退をしているのではないかというふう

に思うんですけれども、その点はどのようにお考えですか。 

  

手塚人権推進課長 

 まず、２月にお認めいただきました予算につきましては、私ども人権推進課のほうにそのまま移ってきてお

りますので、予算につきましても後退するものでございません。それから人員体制につきましても昨年度と同

じ、男女共同参画担当としましては確保しております。人員体制、組織とも体制を整えておりますので、後退

するものではないと御理解いただければと思います。よろしくお願いします。 

  

元木委員 

 先ほど先輩委員からいろいろ議論がありまして、私も関連で言わせてほしいということで、少し時間をいた

だけたらと思います。 

 まず、先ほどの古田先生の男女共同参画についてのコメントですけれども、先生の話を聞いておりまして、

ちょうど今、日本経済新聞の私の履歴書というところに米沢富美子さんという女性の方が自分のパーソナル

ヒストリーを述べられておりまして、この方というのは戦前生まれで、戦争のときにお父さんを小さいときに亡

くされて、苦学を重ねて京都大学を出て、外国留学とかいろいろされたんですけれども、だんなさんが実は

徳島県出身の方ということで私も関心を持っていて、現在は慶応大学の名誉教授という立派な方でございま

す。この方が女性であって苦労したと感じたことは一生のうちで１回だけで、それは大学を出たときの就職活

動のときに、本当に女に生まれなければよかったと思ったということを書かれておって、こんな年配の方がこ

ういう思いを持っておるのだなということで感銘を受けたところでございます。 

 徳島県というのは女性の社長率が全国ナンバーワンですとか言われておりますし、私自身も各事業所の



経営者さんなんかと話をしておりますと、もう女性しか採らない、男は要らんというようなことをよく言われて、

本当に女性のそういったいろんな面での待遇というのは、ある程度本県においては向上しておるのかなとい

う気がいたしております。女性議員が少ないとか、女性の管理職が少ないとか、女性の校長先生が少ないと

か、いろいろ御意見というのはあるわけでございますけれども、逆に女性の方が実際にそういうポストを期待

しておるのかとか、実際女性であってどういった面を不都合だと考えておられるのかというようなことをもっと

県が中心となって拾い上げていただくことによって、本当に一部の利益集団じゃなくて女性総体の御意見と

していただいて、それを県政に反映させるということができるんじゃないかなと思っておりますので、そういっ

た点もぜひお酌み取りいただきまして、よろしくお願い申し上げる次第でございます。 

 あと、部分過疎の話をさせていただきます。先ほど過疎の問題でいろいろあったわけでございますけれど

も、私の地元というのは旧三加茂町が過疎から外れておりまして、旧三好町が過疎地域に指定されていると

いう地域でございます。あと本県では吉野川市がたしか旧美郷村が過疎地で、ほかは過疎から外れておる

というようなところだったと思うんですけれども、これまでのデータ等を調べていただきましたら、新たにもし旧

市町村ではなくて合併後の市町村で過疎地域の指定をした場合に旧美郷村、旧三好町というのは過疎から

外れてしまうというようなこともお伺いをしておりまして、そういったことを受けて、うちの地元の町長さんも先

般、県議会との意見交換会の中で部分過疎の制度を継続してほしいというような要望ですとか、私自身も前

回の過疎のいろいろ議論があったときに、本会議で知事さんに過疎要件の見直しをしてほしいというようなこ

とを提言させていただいたような経緯もございます。 

 私が平成 19 年９月の本会議でお伝えさせていただいたのは、人口要件と財政力要件だけでなくて、耕作

放棄地面積ですとか森林面積、あるいは一次産業比率、高齢者独居世帯の比率、さらには廃校の比率、限

界集落、求人倍率、企業立地数なんかの指標も考慮に入れてはどうかというようなことを提言させていただ

きまして、知事さんもそれに対して、本当にもっともな意見でこれからは過疎地域全体の定義を見直してい

かなければならないというような答弁をいただいて、飯泉知事が先頭に立って新しい過疎法制定に向けての

採択の共同アピールをされたというような状況でございます。結果としてはそういった私の提言はなかなか

国のほうで通らなくて、制度としてはそのままいくというようなことで、先ほど議論があったとおりの結果にな

ったところでございます。 

 要するに何が言いたいかというと、なかなか国の制度を変えるために県が何かするというのは実際問題難

しいのかなと。むしろ県が考えていくべきなのは、そういった部分過疎の地域をどうするとか、過疎地域に入

っていなくても限界集落をたくさん抱えている地域っていうのはありますので、そういった地域の声をどう拾い

上げていくのかといったことが大事なんじゃないかなと思っているようなところでございます。 

 過疎対策というのはよく公共事業そのものであるというようなことも言われております。過疎債というのが過

疎法の中心的な役割を果たしておりまして、有利に公共事業を進めるために過疎債がこれまでは使われて

きたというようなことで、うちの町でも旧三加茂町が 9,000 人で旧三好町が 6,000 人の人口でございますけれ

ども、実際の公共事業費を見ておりますと、旧三好町のほうが事業費としてはかなり上を行っておるというよ

うな状況で、過疎債の威力というのはすごいなというふうに感じておるところでございます。ちょっと前置きが

長くなりましたけれども、こういった部分過疎の問題について、県としてどのように取り組んでいくのかお伺い

いたします。 



  

窪集落再生室長 

 元木委員のほうから部分過疎の指定の問題について、また過疎地域以外の集落の振興についてといった

ことで御質問いただいたところでございます。 

 まず過疎の指定でございますけれども、過疎法のほうで国において市町村の地域を指定することになって

おります。この際の要件につきましては、法律のほうで人口の減少率、人口要件でございますけれども、そ

れと市町村の財政力指数の基準がございまして、これに適合するところを国のほうで指定するというやり方

が定められております。 

 今お話がございましたように旧三加茂町につきましては平成 11 年度までは過疎地域に指定されていたと

ころでございますが、平成 12年の過疎法の改正の折に基準が変わりまして、人口の減少要件のほうに適合

しなくなったというふうなことで過疎地域の指定から外れております。その後、町村合併があって東みよし町

となったわけでございますけれども、平成 22 年の改正の際に、午前中も議論がございましたように本県から

も提言を行っていく中で、現行の市町村単位、ですから合併後の市町村単位にかかわらない一部過疎地域

の指定を継続することについても要望して、22 年の改正後も一部過疎地域として、今委員のほうからお話が

ございましたように、三好町が指定が継続されるというふうなことになったところでございます。過疎法の目

的のほうで考えてみますと、地域の自立促進を図ることによって福祉の向上とか地域格差の是正というふう

なことが目的になってございます。それから、指定につきましては地域の実情を十分踏まえてまいりたいとい

うふうに考えているところでございます。 

 それから、集落の再生のことを御質問いただきましたけれども、集落再生プロジェクトを昨年から進めてお

りますけれども、集落の再生と申しますのは過疎地域に限定したという話ではなくて、まず過疎地域を対象

にそういった集落の再生を図ってまいりますが、その成功の事例っていうのはやはり県下のほかの過疎地

域以外のところでもぜひ活用していただいて活性化にというふうに考えておりますので、よろしくお願いいた

します。 

  

元木委員 

 ちょうど妹尾県民環境部長さんも三加茂のほうはよく御存じということで、話がしやすいということで取り上

げさせていただきましたけれども、旧三加茂町というのは過疎には入っていないけれども、いわゆる限界集

落、65 歳以上の高齢者が半数以上を占める集落が大体 12 あるらしいです。それで旧三好町には 13 あると

いうようなことで、そんなに過疎地域と比べても遜色ないほどの人口減少率というのが、特に中山間部を中

心にあるというような状況でございまして、ぜひそういったところにも光が当たるような制度にしていただきた

い。長尾先生の地元の徳島市ですとか川端先生、岡田先生の鳴門市とかでもそういった限界集落というの

はあると思いますので、そういった地域にも光を当てていただきたいということを要望したいと思います。 

 それに加えまして、この人選につきましても先ほど来いろんな御意見があったわけでございますけれども、

私自身は冒頭に申し上げましたとおり過疎法の本質というのは公共事業であって、今までの二、三十年を振

り返ってみますと、やはり公共事業が過疎地の住民の方々の生活を支えてきたという側面ていうのは否め

ないのかなと思っております。ぜひ過疎地の公共事業に詳しい方もこういった戦略会議のメンバーにも加え



ていただきたいと思いますし、加えてうちの地元でも中山間地の小学校が休校、廃校に迫られて山間部の

学校はもうゼロになっておるわけでございまして、現在その休校地の跡地をどう活用するかということが、三

好市でも同様かと思いますけれども議論になっておりますので、そういった教育関係者ですとか休校地を実

際に管理されておる方の代表者なんかも入れられれば、より中身の濃い議論ができるんじゃないかなと思い

ますので、こういった点についても御配慮のほどよろしくお願い申し上げる次第でございます。 

 次に、ついでに先ほど乳幼児医療の話がちょっと出ておりましたので、私からも気がついた点を述べたいと

思います。小学校６年生まで乳幼児医療費の無料化を拡充していただいたというようなことで、本当に素晴

らしい取り組みを全国に先駆けて６番目ということでございますけれども、していただいたなとまず感謝を申

し上げる次第でございます。一方において先般、徳島新聞だったかを読んでおりますと、本県の平成23年の

乳児、新生児死亡数が全国ワースト１位であったというような報道をお見かけしたわけでございますけれども、

この概要についてお教えいただけたらと思います。 

  

鎌村健康増進課長 

 ただいま委員より乳児死亡率が全国１位であったということにつきましてのお問い合わせであります。平成

23 年度の人口動態統計の概数の発表によりますと、本県の出生後１年未満に亡くなられました乳児の出生

1,000 人に対する割合であります乳児死亡率というのが、このたび 5.1 ということで全国ワースト１位という非

常に残念な結果となったわけであります。このたびの数値につきましては確定値ではなく概数ではございま

すけれども、公表されました乳児死亡数 30 人のうち主な死因といたしましては、先天性の奇形でありますと

か変形及び染色体異常によるもの以外では周産期に発生した病態による死亡が多くなっているということで

ございます。その主な原因といたしましては、やはり周産期に関するものが多いということから、さらに周産

期医療体制を充実させていくことが重要と考えておるところでございます。 

 この体制につきましても御説明させていただきますと、新生児集中治療管理室、ＮＩＣＵというものでござい

ますけれども、この整備につきましては現在徳島大学病院に９床、徳島市民病院に６床の15床でございまし

て、10 月前後に開院予定であります県立中央病院に６床整備する予定となっておるところでございます。ま

たこの夏ごろには徳島大学病院におきまして、母体胎児集中治療管理室、通称ＭＦＩＣＵと呼んでおりますが、

こちらが３床から６床に増床、運用される予定でございます。母子ともに安全、安心な妊娠、出産のための高

度な周産期医療を提供できる体制を関係機関の皆様の御理解と御協力によりまして、さらに充実させてま

いりたいと考えておるところでございます。今後でございますけれども、徳島県周産期医療協議会等におき

まして、産婦人科医や小児科医の皆様、専門家の御意見を伺いまして、これら乳幼児死亡率が高い、新生

児死亡率が高いというふうなことにつきましての要因の詳細な分析を行うとともに、必要な対策を検討してま

いりたいと考えております。 

  

元木委員 

 周産期に発生した病態が多いというような報告でございました。この死亡原因につきましてはさまざまな分

析が加えられると思っておりますので、ぜひ早急に原因分析とそれに向けての対応ということを県としても積

極的に取り組んでいただきたいと思います。そしてまた、周産期の医療体制につきましても、私の地元の三



好病院も建てかえというようなことで現在整備を進めていただいておるわけでございますけれども、三好病

院、半田病院あるいは三野病院と連携して、県西部に住んでいてもこの市内のほうと同様の周産期医療が

受けられるような体制整備をぜひお願いしたいと思います。命というのは待ってくれないものですので、救急

医療の充実についての御配慮をお願い申し上げる次第でございます。 

 それとあわせて糖尿病につきましても全国ワースト１位を更新したというような報道もありまして、私が親し

かった方も先週糖尿病で、１日２万歩歩いていた方なんですけれども、歩いている途中で倒れて命を落とさ

れた方がいらっしゃったわけでございます。その方は毎週三野病院と三好病院を受診、検診で通っておりま

して、カレンダーにはびっしり病院に行く日を書いておったような方で、本当に熱心に検査を受けられておっ

た方だけに、本当に残念な思いがしておるわけでございます。野菜の摂取率もワースト１位とかワースト１位

が多いわけでございますけれども、そのいろんなワースト１位の原因というのはどこかにあって、決め手はな

いにしても効果的な施策というのはもっと打ち出せるんじゃないかなと思っておりますので、生活習慣の改善

とあわせてそういった医療の提供の方法を新たに検討していただき、新しい糖尿病対策あるいは乳児医療

の対策に取り組んでいただきたいということを要望申し上げる次第でございます。 

 最後に、先ほど長尾先生から就労支援の話が少しございまして、就労支援プログラムを秋までにつくられ

るというようなお話をいただいたんで、ちょっと私も地元で要望を受けておりまして、独立行政法人高齢・障

害・求職者雇用支援機構というようなところが徳島職業訓練支援センターというところを通して、求職者向け

の支援訓練というのを行っているということをお伺いしております。この制度というのは新しい制度ということ

らしいんです。この制度の認定を受けて、うちの地元でもパソコン教室を開いて、地元の高齢者の方なんか

を集めて、求職者向けの支援をしていただいておるわけでございますけれども、これに選ばれるための要件

がありまして、就職率が 100％ないとこの支援が受けられないというようなことで、大変担当の方が困ってい

るというような話をお伺いしたわけでございます。この求職者支援訓練という制度の概要と県下の状況等に

ついて、もしおわかりでしたらお願いします。 

  

兼松産業人材育成センター所長 

 今、元木委員のほうから求職者支援制度と思われる制度についての御質問がございました。この制度に

つきましては平成 21 年７月から平成 23 年９月までの臨時措置として緊急人材育成支援事業ということで実

施しておりましたいわゆる基金訓練でございます。その後、平成 23 年 10 月１日から職業訓練の実施等によ

る特定求職者の就職の支援に関する法律という法律ができまして、その制定を受けまして先ほど申しました

ように平成 23 年 10 月１日からスタートした制度でございます。いわゆる求職者支援制度ということで雇用対

策として実施されております。実施主体は先ほど委員がおっしゃいました高齢・障害・求職者雇用支援機構

という国の関係の機構がやっておるところでございます。その内容としましては雇用保険を受給することがで

きない求職者の方に対するセーフティーネットとしまして求職者の就職に関する新たな訓練を設け、訓練受

講中の受講支援のための給付金などによりまして、早期の就職支援を行うということになっております。詳し

い就職率が云々というのは私のほうでつかんでおりませんので、また問い合わせまして御説明申し上げた

いと考えております。以上でございます。 

  



元木委員 

 この制度を活用して、先ほど申し上げたとおり地元には若い方というのは県西部ですので少なくて高齢者

の方が中心で、あと、うつ病を持っているような方もある程度は引き受けていらっしゃるということで、そういっ

た病気を持っている方が休みながら仕事を探すというようなことにも役立っておると聞いておりますけれども、

高齢者の方等が中心であれば 100％というのはどうしても厳しいというようなことですので、郡部の事業所で

あっても事業の認定を受けやすいような制度となるよう県として何らかの御支援をいただけたらと思います

ので、よろしくお願い申し上げる次第でございます。 

  

藤田委員長 

 ほかに質疑はございませんか。 

 （「なし」と言う者あり） 

 以上で質疑を終わります。 

 次に、当委員会の県外視察についてでございますが、ただいまの予定といたしまして、８月７日から９日ま

での３日間の日程で視察したいと考えておりますので、よろしくお願いします。 

 また、先ほど御提案いただきました過疎法に関しての勉強会も早急に検討し、実施したいと思いますので、

よろしくお願いいたします。 

 なお、当委員会として調査すべきテーマや視察箇所等がございましたら、早目に正副委員長まで御提案い

ただき、後日、委員の皆様方の御意見も踏まえた視察日程案をつくり、お示ししたいと思いますが、このよう

な取り扱いでよろしいでしょうか。 

  

杉本委員 

 人口がふえとる町村がいいな。飛行場と何やらと何やらやいうてお祭りみたいになって人口がふえとるん

はある。ほなけど、あれっと思うようなんがないか。ひとつ研究してみてください。 

  

藤田委員長 

 わかりました。 

 このように決定してよろしいでしょうか。 

 （「はい」と言う者あり） 

 それでは、さよう決定いたします。 

 これをもって過疎・人権対策特別委員会を閉会いたします。（14 時 29 分） 
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